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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第１四半期
連結累計期間

第79期
第１四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 10,689,675 9,950,684 45,235,983

経常利益 (千円) 197,120 286,637 1,099,114

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 127,661 161,666 693,951

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 387,863 30,976 1,513,581

純資産額 (千円) 5,814,633 6,872,422 6,940,219

総資産額 (千円) 27,378,733 27,623,637 27,722,513

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 14.34 18.16 77.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.7 22.2 22.4

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４ 平成28年10月１日付で普通株式10株について１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、一部に改善の遅れが見られるものの、雇用・所得環境の改善が続く緩

やかな回復基調で推移いたしました。食品業界におきましては、景気の先行き不透明感から個人消費が低調に推移す

るなど、メーカー各社は厳しい経営環境に置かれました。

このような状況のなか当社グループは、「第三次中期経営計画」（平成29年３月期～平成30年３月期）のもと、こ

れまでに取り組んできた経営資源の選択と集中、売上拡大戦略をベースに、安定的な利益確保に向けて構造強化を図

り、持続的な事業発展を目指してまいりました。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、養魚用飼料や水産物の売上が減少したことなどにより99億50百万円（前年

同期比6.9％減少）となりました。損益面におきましては、魚肉ねり製品の輸出や機能性食品の売上が増加したこと、

また、主原料価格が安定的に推移したことから営業利益２億６百万円（前年同期比30.5％増加）、経常利益２億86百

万円（前年同期比45.4％増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億61百万円（前年同期比26.6％増加）となり

ました。

当第１四半期連結累計期間のセグメントの業績は、次のとおりです。

　

①水産食品事業

水産食品事業におきましては、魚肉ねり製品の輸出が増加したことや、機能性食品素材カツオエラスチンや高齢者

向けソフト食「ソフミート」の販売数量増加などにより、増収となりました。

これらにより、売上高は11億65百万円（前年同期比11.4％増加）、セグメント利益（営業利益）は１億４百万円

（前年同期は10百万円の損失）となりました。

②畜産食品事業

畜産食品事業におきましては、豚肉の販売数量増加や調理食品の販売が好調であったことなどにより、増収となり

ました。

これらにより、売上高は46億86百万円（前年同期比0.3％増加）、セグメント利益（営業利益）は１億13百万円（前

年同期比12.1％増加）となりました。
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③飼料事業

飼料事業におきましては、厳しい市場競争が続くなか養魚用飼料の販売数量が減少したことや、水産物の取り扱い

量減少などにより、減収となりました。

これらにより、売上高は36億７百万円（前年同期比16.5％減少）、セグメント利益（営業利益）は２億12百万円

（前年同期比24.4％減少）となりました。

④その他

その他の売上高は４億91百万円（前年同期比24.4％減少）、セグメント利益（営業利益）は45百万円（前年同期比

31.7％減少）となりました。

(2) 財政状態の分析

(資産)

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は276億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ98百万円の減少となりま

した。

　流動資産の減少（前連結会計年度末比３億45百万円減少）は、主に原材料及び貯蔵品が４億12百万円増加したもの

の、現金及び預金が４億52百万円、受取手形及び売掛金が２億99百万円減少したことなどによるものです。

　固定資産の増加（前連結会計年度末比２億46百万円増加）は、主に投資有価証券が１億98百万円減少したものの、

破産更生債権等が４億29百万円増加したことなどによるものです。

(負債及び純資産)

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は207億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ31百万円の減少となりま

した。

　流動負債の増加（前連結会計年度末比３億63百万円増加）は、主に短期借入金が３億83百万円増加したことなどに

よるものです。

　固定負債の減少（前連結会計年度末比３億94百万円減少）は、主に長期借入金が４億１百万円減少したことなどに

よるものです。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は68億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ67百万円の減少

となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が１億61百万円増加したもの

の、配当金の支払いにより利益剰余金が89百万円、その他有価証券評価差額金が１億40百万円減少したことなどによ

るものです。この結果、自己資本比率は22.2％となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた問題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億19百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,910,000 8,910,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株です。

計 8,910,000 8,910,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 8,910 ― 3,415,020 ― ―

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成29年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 6,500
(相互保有株式)
普通株式 1,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,887,500 88,874 ―

単元未満株式 普通株式 15,000 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,910,000 ― ―

総株主の議決権 ― 88,874 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式400株（議決権４個）が含まれており
ます。

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株主名簿上は当社名義ですが、実質的には所有していない株式
100株が含まれております。なお、当該株式については、議決権の数には含まれておりません。

３ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

林兼産業株式会社
山口県下関市大和町二丁目
４番８号

6,500 ― 6,500 0.07

(相互保有株式)

株式会社みなと
山口県下関市大和町一丁目
12番６号

1,000 ― 1,000 0.01

計 ― 7,500 ― 7,500 0.08

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式100株があります。

なお、当該株式は①［発行済株式］の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含まれております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,196,434 1,744,429

受取手形及び売掛金 4,286,486 3,987,093

商品及び製品 1,742,375 1,867,099

仕掛品 1,785,300 1,747,843

原材料及び貯蔵品 1,470,101 1,882,135

その他 388,512 292,063

貸倒引当金 △39,585 △36,692

流動資産合計 11,829,625 11,483,971

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,569,593 3,523,584

土地 4,198,093 4,198,093

その他（純額） 2,198,153 2,270,466

有形固定資産合計 9,965,840 9,992,144

無形固定資産 33,912 33,642

投資その他の資産

投資有価証券 4,402,600 4,204,550

破産更生債権等 2,711,402 3,140,765

その他 283,238 276,909

貸倒引当金 △1,504,105 △1,508,347

投資その他の資産合計 5,893,135 6,113,877

固定資産合計 15,892,888 16,139,665

資産合計 27,722,513 27,623,637

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,170,100 2,474,001

短期借入金 8,685,664 9,068,827

未払法人税等 211,662 119,786

賞与引当金 284,105 435,927

その他 1,951,620 1,568,157

流動負債合計 13,303,153 13,666,700

固定負債

長期借入金 3,537,741 3,136,321

退職給付に係る負債 1,944,548 1,949,220

事業整理損失引当金 99,597 99,597

資産除去債務 50,000 50,000

その他 1,847,252 1,849,373

固定負債合計 7,479,140 7,084,513

負債合計 20,782,293 20,751,214
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,415,020 3,415,020

資本剰余金 8,971 8,971

利益剰余金 1,562,700 1,635,333

自己株式 △7,105 △7,161

株主資本合計 4,979,586 5,052,164

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,294,996 1,154,361

繰延ヘッジ損益 △1,709 536

為替換算調整勘定 11,751 11,751

退職給付に係る調整累計額 △81,687 △77,502

その他の包括利益累計額合計 1,223,352 1,089,147

非支配株主持分 737,280 731,111

純資産合計 6,940,219 6,872,422

負債純資産合計 27,722,513 27,623,637
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 10,689,675 9,950,684

売上原価 9,080,763 8,334,281

売上総利益 1,608,911 1,616,402

販売費及び一般管理費 1,450,928 1,410,232

営業利益 157,983 206,169

営業外収益

受取配当金 47,209 56,051

その他 67,226 82,968

営業外収益合計 114,436 139,020

営業外費用

支払利息 64,684 51,964

その他 10,614 6,588

営業外費用合計 75,299 58,553

経常利益 197,120 286,637

特別損失

固定資産廃棄損 823 1,334

特別損失合計 823 1,334

税金等調整前四半期純利益 196,297 285,302

法人税、住民税及び事業税 48,425 119,688

法人税等調整額 5,042 △6,841

法人税等合計 53,467 112,847

四半期純利益 142,829 172,455

非支配株主に帰属する四半期純利益 15,167 10,788

親会社株主に帰属する四半期純利益 127,661 161,666
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 142,829 172,455

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 238,421 △147,910

繰延ヘッジ損益 △2,813 2,246

退職給付に係る調整額 4,696 4,184

持分法適用会社に対する持分相当額 4,729 1

その他の包括利益合計 245,034 △141,478

四半期包括利益 387,863 30,976

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 352,245 27,461

非支配株主に係る四半期包括利益 35,617 3,514
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

小豆屋水産㈱ 100,000千円 小豆屋水産㈱ 100,000千円

赤鶏農業協同組合 49,136 赤鶏農業協同組合 42,980

計 149,136 計 142,980

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 178,027千円 187,430千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月26日
定時株主総会

普通株式 89,034 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注)

合計

水産食品事業 畜産食品事業 飼料事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,045,963 4,672,375 4,321,998 10,040,336 649,338 10,689,675

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,094 50,613 399,813 452,520 118,441 570,961

計 1,048,057 4,722,988 4,721,811 10,492,857 767,779 11,260,637

セ グメント利益又は損失
（△）

△10,771 101,627 281,220 372,077 67,034 439,112

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、情報処理事業及び冷蔵

倉庫事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 372,077

「その他」の区分の利益 67,034

セグメント間取引消去 △2,196

全社費用(注) △278,932

四半期連結損益計算書の営業利益 157,983

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注)

合計

水産食品事業 畜産食品事業 飼料事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,165,531 4,686,241 3,607,867 9,459,639 491,044 9,950,684

セグメント間の内部売上高
又は振替高

361 37,468 379,388 417,218 123,844 541,063

計 1,165,893 4,723,709 3,987,255 9,876,858 614,888 10,491,747

セグメント利益 104,792 113,944 212,554 431,291 45,762 477,053

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、情報処理事業及び冷蔵

倉庫事業を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 431,291

「その他」の区分の利益 45,762

セグメント間取引消去 △4,795

全社費用(注) △266,088

四半期連結損益計算書の営業利益 206,169

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14円34銭 18円16銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 127,661 161,666

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

127,661 161,666

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,903 8,903

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 平成28年10月１日付で普通株式10株について１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月９日

林兼産業株式会社

取締役会 御中

監査法人 大手門会計事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 尋 人 印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 向 井 真 悟 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている林兼産業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、林兼産業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以 上
　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長 熊山 忠和は、当社の第79期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


